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1 ．はじめに
　近年の学校現場では、キャリア教育や職業教育の重要性の認識により、イン
ターンシップや職場体験が盛んに実施されている。しかし、このことが十分な
職業観の醸成や職業能力の育成に結びついているかについて、十分に検証と改
善の検討がなされているか疑問がある。
　番場（2010:20）によると、「職業学科のうち商業科は、とりわけ産業界と
の関係性が強い存在と認識」され、戦後の一定の時期において、産業界の要請
に応える即戦力を養成し企業に送り出す教育機関として産業界および社会で期
待されていた。近年になって、職業高校は学習する意欲と態度を育成するとと
もに、基礎となる知識や技術・技能、学び方などを確実に身に付けさせる継
続教育を重視した役割を担った教育機関へ変質した（番場 2010）。このことは、
職業系の高校全般が就業に直結する学校として一定の役割を担ってきたことを
指す。また、商業教育においては、実生活を学習フィールドに設定し実感をと
もなった学習カリキュラムが創造され、普通科に比べ実習科目が多く、商業科
では「課題研究」という課題解決型・対話型の授業が行われている1。
　商業科と比較して、普通科に課題解決型や対話型の授業が比較的少ないのは
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1 実習の科目の多さについては、高等学校学習指導要領解説総則編の「各学科に共
通する各教科・科目及び総合的な学習の時間並びに標準単位数」と「主として専門
学科において開設される各教科・科目の商業科の欄」に詳しい記述がある。また、商
業科における実習科目や「課題研究」の内容については、高等学校学習指導要領解
説商業編に詳しい記述がある。
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なぜか。小林（2011:179-182）は日本において対話型授業が行われてこなかっ
た要因を次のように指摘している。
歴史的要因… 欧米の知識を学生たちに伝えることに長い間重点を置いたため、
学生も知識を吸収し良い点数を上げることに目的化した。立身
出世が勉強や学習の目的になった。
文化的要因… 日本を含む東アジアでは先生の指導に従順に従う傾向がある。
日本の文化では沈黙が尊ばれてきた傾向があり、このような文
化的土壌で学校教育も一方的な知識の伝達に偏りがちになった。
　筆者は、これらの要因が普通科の高校教育において、課題解決型や対話型の
授業が少ない理由としても援用できると考える。
　今後は、商業教育のもつ教科の特異性や教科内容は、複雑化・高度化・学際
化・情報化する知識基盤社会に対応するための必要かつ極めて重要な論点を提
供するのではなかろうか。
　筆者は、高校での学習を単に学校の中だけや上級学校への入学試験だけに捉
えず、公共生活に影響を与える意思や能力、素養を身につけるための市民性教
育にブラッシュアップさせたいという願いがある。
　本稿では、後期中等教育の生徒の大半を占める普通高校の教育課程に、子ど
もたちに内在する可能性とそれを引き出し、市民性教育への足がかりとなる教
育を導入するための方向性を明らかにしたい。特に、「構成主義パラダイム」
に基づいた授業方法を組み込む意義について考察する。その際に、就職へ向け
て備えさせる知識や姿勢を学ぶ教科としての商業教育の意義に注目する。
2 ．問題の背景
　高等学校キャリア教育の手引き（文部科学省，2011:36）では、キャリア教
育と職業教育を各々「一人一人の社会的・職業的自立に向け、必要な基盤とな
る能力や態度を育てることを通して、キャリア発達を促す教育」、「一定又は特
定の職業に従事するために必要な知識、技能、能力や態度を育てる教育」と定
義されている。生徒がキャリアを形成するために必要な能力や態度の育成は、
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自らの力で生き方を選択できるよう「基礎的・汎用的能力」を身につけること
が重要である。しかし、先にも述べたように職業高校は、学習する意欲と態度
を育成するとともに、基礎となる知識や技術・技能、学び方などを確実に身に
付けさせる継続教育を重視した役割を担った教育機関へ変質した。
　職業高校は、1995 年に「専門高校」と言い換えられた（文部科学省『スペシャ
リストへの道』1995）。この呼称変更に象徴されるように、職業高校は即戦力
の人材を育成する教育機関から、そこで身につけた知識や技能を基礎として、
大学や専門学校等の教育機関や職場等において継続した専門能力の向上を目指
す教育機関に変質した（番場 2010）。このように、職業教育は高校教育で完結
するものでなく、継続教育の出発点となった。
　しかしながら、表 1 の卒業後の就職者数一覧は、商業科は就職希望者が多
い割に、就職内定率が普通科に比べて高位であることを示している。この事実
は、商業教育においては、無業者を少なくするための何かしらの教育的な効果
があるのではないかと推測できる。
　現在の高校の教育は、「基礎的・汎用的能力」を身につけさせるという社会
的な要請に基づいている。しかし、職業教育を通じて専門に関わる技能を身に
つけるような学びの展開こそが、今後の知識基盤社会において極めて重要な意
味を成すと考えているのは筆者だけだろうか。
表 1　卒業後の就職者数一覧
（出典）文部科学省平成 20 ～ 22 年度学校基本調査より筆者作成
〈男子＋女子〉
年度 学科
卒業者数
（Ａ）
 （人）
就職希望者数
（Ｂ）
 （人）
就職希望率
（Ｂ⊘Ａ）
 （％）
就職者数
（Ｃ）
 （人）
就職率
（Ｄ＝Ｃ⊘Ｂ）
 （％）
未就職者数
（Ｂ－Ｃ）
 （人）
Ｈ 22
普通 773,923 64,448 8.3 57,224 88.8 7,224
商業 69,679 28,656 41.1 27,010 94.3 1,646
Ｈ 21
普通 780,975 65,549 8.4 56,781 86.6 8,768
商業 71,311 28,290 39.7 26,303 93.0 1,987
Ｈ 20
普通 773,612 75,788 9.8 67,582 89.2 8,206
商業 73,487 32,745 44.6 30,882 94.3 1,863
183
千葉大学　公共研究　第 10 巻第１号（2014 年３月）
　また、普通科で行われている教科及びキャリア教育が、職業との関係が見え
にくいため、先生にとっても生徒にとっても、移行準備の先送りとなり、普通
科における卒業生の職種の傾向として現れているのではないだろうか。このこ
とが、教科の土台に基づいたキャリア教育やコミュニケーション能力、あるい
は教育を通して育成される能力の汎用性の育成を阻害している要因の一つであ
ろう。筆者は、これらの育成とそれによる生徒の資質改善が、取りも直さず職
業教育を充実させ生徒の「基礎的・汎用的能力」の育成を促し、生涯教育や公
民教育の効果と普及に寄与するであろうと考えている。
3 ．客観主義パラダイムと構成主義パラダイムの教育観
　学力論争が続く中で、日本の学力低下が決定的に印象づけられたのは 2004
年公表の OECD 生徒の学習到達度調査（PISA）だった。これからの社会は、
見聞きした情報をそのまま受け取るのではなく、客観的でかつ分析的に理解
できる批判的思考（Critical Thinking）を養成することが求められる。岩川
（2005:123）は、「PISA の学力概念を参加的で文脈的、包括的な学力」と端的
に表現している。また、岩川（2005:123）によれば、OECD は INSE（Indicator 
of Education System）と呼ばれる国際的な教育システムの指標づくりに取り
組んでおり、その INES で教育成果を評価する枠組みは以下の 2 つである。
① 特定教科の知識や技能だけでなく、CCC（Cross Curricular Competencies）
という教科横断的力量を発達させ、社会に参加する生徒の土台をつくる重要
な役割を学校教育が担う。
② 知識や技能の習得といった認知的側面だけでなく、生徒の動機づけや自己の
捉え方、自信や不安といった非認知的側面の形成が、生涯にわたって学びを
継続し、市民的力量を身に養っていく上で重要な基盤になる。
　「新しい学力」概念の意味するのは、「学力」に人間的及び市民的な成熟を加
味することである。このように学力を考えると、これまでの知識や技能の習得
に特化した学習には限界があり、ライチェン＝サルガニク（2008:8-9）が述べ
ているように、「学習への意欲や関心から、行動や行為に至るまでの広く深い
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能力観、コンピテンシー（Competency）と呼ばれる「人の根源的な特性」に
基礎づけられた学習の力量形成への視点」が必要となる。OECD は、特に重
要な 3 つの鍵となる力として、ライチェン＝サルガニク（2008:202）が図 1
のように「キー・コンピテンシー（Key Competency）」として示した。
　各々のキー・コンピテンシーは、それぞれ特定の目標を持ちつつ相互に関連
し合いながら、教えられた知識をただ繰り返すことを越え、問題解決を行い、
いっそう複雑な課題を解決するための示唆となっている。
　福田・末藤・吉田・谷口（2011:23）が PISA2000 ～ 2009 の読解力領域の
スコア平均値の推移を表した表 2 によると、日本は平均値で読解力が向上し
たが、成績上位層（5･6）が大幅に増加し、成績下位層（1a･1b･1b 未満）が
表 2　読解力領域における習熟度レベルごとの子どもたちの割合の推移（単位：%）
（出典）福田誠治・末藤美津子・吉田重和・谷口利律（2011）p.23
1b 未満 1b 1a ２ ３ ４ ５ ６
PISA2009
日本 1.3 3.4  8.9 18.0 28.0 27.0 11.5 1.9
OECD 平均 1.1 4.6 13.1 24.0 28.9 20.7  6.8 0.8
PISA2006
日本 6.7 11.7 22.0 28.7 21.5 9.4
OECD 平均 7.4 12.7 22.7 27.8 20.7 8.6
PISA2003
日本 7.4 11.6 20.9 27.2 23.2 9.7
OECD 平均 6.7 12.4 22.8 28.7 21.3 8.3
PISA2000
日本 2.7  7.3 18.0 33.3 28.8 9.9
OECD 平均 6.0 11.9 21.7 28.7 22.3 9.5
図 1　キー・コンピテンシー（Key Competency）
（出典）ライチェン＝サルガニク（2008）p.202
相互作用的に
道具を用いる
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減少している。
　前回調査時点に比べて、読解力の底上げが進んでいる。PISA2000 の時点で
は、成績上位層と成績下位層がともに 10% であったことを考えると、平均得
点が同水準まで回復している。成績上位層と成績下位層がともに 13% 以上存
在するこのような状況は、学力の二極化が緩やかに進行していることを示して
いる。このように緩やかに進行する学力の二極分化は、途中の学習履歴が欠落
してしまった最下位層を含めた学びの改革が求められている示唆でもあろう2。
　学校教育においては、知識を細切れにして、段階を追い系統的に指導すると
いう伝統的な教育手法が現在まで主流を占めている。このような学校教育にお
ける教育概念を知識・理解や技能の「系統」を重視する従来の学習理論として、
中澤・田淵（2004:19-20）は「客観主義パラダイム」と呼んでいる。客観主
義パラダイムの教育概念のもとでは、体系だった知識を生徒に低度のものから
決まった順番に積み上げ、教師が生徒の状況にかかわらず、順番に知識を授け
ることのみが肯定される（福田 2009）。
　フレイレ（1979:65）は、「語りかける側は、現実があたかも不動で、静止
していて、明確に分類された、予言可能なように語る、という病に教師は陥っ
ている」と指摘する。さらに、教師の現実から切り離された内容の一方的な語
りかけや、探究や実践から乖離した知識伝達により、生徒を機械的な暗記者に
してしまうと非難する。フレイレ（1979:66）はこのような教育概念を「銀行
型教育（ʻthe bankingʼ concept of education）と名付け、創造力や変革の可能
性の喪失、知識の摩耗が生起される」と主張する。フレイレが主張するように、
このような一方的な語りかけは、生徒の変革にはなんら影響を及ぼさない。優
2 経済協力開発機構（OECD）は 2013 年 12 月 3 日、世界 65 カ国・地域の 15 歳約
51 万人を対象に 2012 年に実施した国際学習到達度調査（PISA）の結果を公表した。
日本の平均点は「読解力」「数学的リテラシー」「科学的リテラシー」の全 3 分野で
2000 年の調査開始以降で最も高く、順位も前回を上回った。なお、フィンランドは
2006 年以降平均点が下降傾向にあり、順位が下がっている。この下落傾向について
の解釈は今後の課題である。
http://www.nier.go.jp/kokusai/pisa/pdf/pisa2012_result_outline.pdf（2014 年 1 月
30 日確認）
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秀な教師になればなるほど、生徒の容器をいっぱいに満たすことにだけに精力
を注ぐことになる。このような教育では、教師の語りを従順に暗記する生徒が
優秀とみなされるのである。
　学校や教師の役割は、知識の体系を順々に、計画的に、効率よく教え込むこ
とで、小学校から高校まで知識や技能の習得が学習の目的になっている（福田
2009）。さらに、知識を効率的にすべての子どものどこかの学力層に合わせて
教える一斉授業が大半である（中澤・田淵 2004）。教える事柄を効率よく行う
ためには、スモールステップの授業計画と称して、知識を断片的に細切れにし
て、機械的に教え込むことになる。本来、考えることが中心となる数学や社会
においても、記憶を中心にした授業が行われている。子どもがここで必要とさ
れるのは、勉強というゲームの攻略法と正しい答えであり、ノウハウと正解で
ある。このような環境は大学まで持ち越されている。このような教育は、学び
とは言い難く、子ども自身が自己の内面性を内省（自己の興味・関心・強さな
ど）し熟考する時間が極めて少なくなる（福田 2009）。
　このように学校現場では、客観主義パラダイムに基づいて、系統化された
覚えるべき断片的な事項を計画的に教えている（中澤・田淵 2004）。教師に
よる提示、生徒による反応、そして、子どもが教師から受け取る「KR 情報
（Knowledge of Results）」の繰り返しが行われる。Evaluation という価値づ
けの「評価基準」を前提に、勉強したことの成果や価値が数値化され、それが
選別に用いられるという構図が脈々と引き継がれている（久保田 2014）。ここ
では、子どもの成長の基準は、事柄や事実だけのつながりのない羅列された状
態の記憶として、知識をいかに多く習得しているかということだけである。
　本来、知識は、生徒が学校という社会的な場において、創造と再創造をとお
して教師と生徒が互いに探究し獲得されるものである。そのように考えると、
学校は、子どもたちが持てる力を活用しつつ、将来の進路や社会とのかかわり
方を考えることが可能になる場でなければならない。
　客観主義パラダイムに対置される考え方が、構成主義パラダイムである。構
成主義パラダイムにおいては、与えられた知識を単に覚えることよりも学習者
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自らが課題を見つけ、解決方法を探ることに重点が置かれる（中澤・田淵
2004）。久保田（2010:20）が主張するように「構成主義パラダイムにおける
学習者は、積極的に環境に働きかけ、既存の知識を駆使して、新しい知識を主
体的に構築していく存在」である。そのような学習者は現代の教室という限定
された閉鎖的な空間の中での活動から、社会に開かれた環境での活動へ変容が
促されるのである。このことはヴィゴツキー（2012:297-304）の「発達の最
近接領域（ZPD）」と呼んだものと関連している。
　これは、学習の文化的、歴史的な側面に焦点を当て、子どもが成長していく
過程で、ひとりなら難しいがみんなと一緒ならできる領域といえる。この領域
は学びの可能性の幅であり、今日、子どもが協力の下で遂行できることは、明
日になると独力で行えるようになる。このような教育の可能性は、現在の発達
水準に支配されると同時に「明日の発達水準（発達の可能性）」という教育作
用に依存している（柴田 2011）。
　したがって、発達の最近接領域は、問題解決において、援助なしで子どもが
達成できることと、他者の支援や協力があれば、達成できることとの距離と定
義することが可能になり、図 2 のように表すことができる（池田 2014）。
　この理論では、子どもは周りの大人や仲間の行動を観察し、模倣することで
独力ではできないこともできるようになる。しかし、ここでいう模倣は、動物
のような単純な模倣ではなく、新しい意味を作り出す知識の再構成としての模
倣といえる（ヴィゴツキー 2011）。
　ヴィゴツキー（2012:304）は、「教授は、発達の前を進むときにのみよい教
授である。そのとき教授は、成熟中の段階にあったり、発達の最近接領域にあ
る一連の機能を呼び起こし、活動させる。ここに、発達における教授の主要な
役割がある」と述べ、子ども自身が独力ではできないことに目を向けた、発達
を常に文化や社会の環境と教育の相互的関わりから捉えている。
　人は活動という社会的な事象での経験を経て認識が行われ、外界との関わり
により知覚が促される。つまり、認識は常に具体的な社会的諸関係にもとづい
ている。池田（2012）は、このように「社会的活動に参与することを通して
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学ばれる知識と技能の習得のことを「状況的学習（situated learning）」と呼び、
この学習を「協働の企て（joint enterprise）の過程の産物」だと主張する3。
ここでいう社会的活動に参加する最たる例は、教師の指導の下で、より有能な
友人と協同で一緒に行うことである。
　学校における日々の授業は、教科におけるそれぞれ重要な概念と扱う事柄に
ついて、生徒や教師の身近な事実を用いて授業を実践している。このように生
徒や教師の身近な周囲の素材を用いることは、構造的な知識を形成させる上で
重要な概念である。なぜなら、実際に知識を構造化するためには個々の生徒と
周囲の他者（教師・地域）が、一緒になって学びたいことを探求し発展させる
ことが求められるからである。その時の教師の役割は、生徒の目標に対して、
どれだけ協同（Cooperative）して創り上げるかに尽きる。そして、本人が学
3 この用語と概念は、人工知能研究者ジーン・レイヴと人類学者エチエンヌ・ウェ
ンガーの英文の同名の書籍『状況に埋め込まれた学習』（1995）によって提唱された。
図 2　発達の最近接領域（ZPD）
（出典）池田光穂「最近接発達領域」
ZPD
ひとりでできる。
教えてもらわなくても、
みんなとなら、できる。
Figure: Original by Mitzub’ixi Quq Chi’j
ZPD, Zone of Proximal Development, зона ближайшего развития. 
L.S. Vygotsky: Mind in society: Development of Higher Psychological 
Processes, p. 86, Cambridge, Mass.:Harvard University Press
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びたいと思っていることに、教師がどれだけ対応し「協同学習（Cooperative 
Learning）」として発展させられるかである。ここでいう、協同とは協力して
学び合うことで、学ぶ内容の理解・習得を目指し、協同学習とは一緒に取り組
むことによって、協同の意義に気づき、協同の技能を磨き、協同の価値を学ぶ
（内化する）ことが意図された教育活動である（関田・安永 2005）。また、積
極的に他者と関わりを持つことは、自らの知覚を総動員して思考を深め、自分
のわからない（できない）レベルを、コミュニケーションを通して相対化する
ことである。
　佐藤（2011:100-101）は、学びを「新しい世界との出会いと対話であり、
仲間との対話による背伸びとジャンプで、他者の声を聴くことから出発し、対
象世界との対話、他者との対話、自己との対話などをとおした新たな出会いと
対話的実践を創出する営み」と述べている。この対話による学び合いの根底に
は、従来のような教える者と学ぶ者とが非対称の関係ではなく、相互に対等で
対称的な関係が存在する。佐藤（2011:103）は、「相互で対称的な関係性を『互
恵的な学び（reciprocal learning）』」と表現している。この対話による互恵的
な学びは、相互の協同により個人では達成できない豊かな学びを遂行すること
から、前述したヴィゴツキーの「発達の最近接領域（ZPD）」に通底すると筆
者は考えている。
　近代学校が大衆化する以前の学びは、現実の社会と結びつき実体験に基づい
たものであった。農業や漁業、商業、工業などのあらゆる産業が、自己の生活
を支えるために知識と技術を発展させ、それを後世に伝承させていた（浅沼
2009）。ここでは、学校という管理された場での体験ではなく、現実の社会と
直結した職業社会そのものがカリキュラムとして存在していた。そもそも商業
教育は、協同作業に基づいた「学び」を教育（教科）内容に内在させていた。
このような教育内容が、カリキュラムに反映されつつ受け継がれ職業教育とし
て定着した。そして、現実の社会と結びついた実体験に基づいた学びは、普通
教育にはない職業教育の大きな特徴として認識されるようになった。
　筆者がこれらのことから考える「学び」は、学習者が自身で知識を構成しな
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がら行い、知識は関わっている状況の中に依存しているということである。
　子どもの持っている現下の発達水準（生活概念）は、他者（大人や友人）の
持っているより高次の生活概念や科学的概念を、ことばを媒介としてコミュニ
ケーションにより思考を深める。その空間では、協同的な活動により相互作用
しているメンバー間の感情的な結びつきが作り上げられ、対話により空間での
創造的な活動が織り交ぜられ、生活概念や科学概念がより高次の水準に引き上
げられる。
　教科学習における発達の創造性について桑原（1997:44-45）は、「子どもに
とって『わかる授業』というのは、（略）まず、『未知のもの』が子どもの前に
置かれます。そして、それを既知のものと『置き換え』たり、既知のものから
『類推』することで、一時間の授業が終わります。すると、授業の前には未知
であったことが、一時間の授業の終了時には既知となります。ここまでは『わ
かった』、といえるものになっています。つまり、初めの未知はすでに既知となっ
ているのです。そして、このように既知と未知の間で、つまり『境界領域』で
展開するのが『わかる授業』です。子どもが『なるほどわかった』といえる授
業は、かならず既知と未知の境界領域で成立しています。それも既知と未知の
間の溝が、あまり深くないところで成立します。ちょっとした溝を、子どもた
ちの力で飛び越えさせることが大事なのです。『わかる授業』は、そういう構
造をもっています。わかったといえる授業は、常にこういうふうに存在するの
です。」と述べている。
　桑原がいう境界領域は、生徒の既知の領域と余りにもかけ離れた領域であっ
てはならない。討論やディベートをするような授業を構成する場合、一見する
と盛り上がって成功したように思われがちだが、教師が上手な構成を考えない
と、知的レベルにおいては本当にわかった授業にならず、既知の領域を超える
ことができない授業という指摘である。子どもが独力で、もう少しでわかりそ
うで、わからない部分をいかに教師が支援して教えるかということが重要で、
その境界部分を認識した授業が求められる。このように授業は、発達の最近接
領域において組織されてこそ、より高い学習効果を達成することができる。こ
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れらのことから、学習とは主体的に意味をつくり出していくプロセスである（久
保田 2014）。
　この考え方は、構成主義パラダイムの教育観の基礎をなしており、現代の学
びに求められているものであろう。教師が、法則に従ってコントロールし、教
育状況を最適化して教育目標を系統的に達成しようとする、前述した客観主義
パラダイムの考え方と対極にあるといえる。
4 ．構成主義パラダイムの学力観に根差した PBL
　フィンランドは構成主義パラダイムを学習の基礎概念に据えている4。フィ
ンランドの学びの基本的スタンスは、誰もが知識は不十分であるから誰もが学
び続け、徐々に知識を獲得することである。その獲得の場は、学校だけに限ら
ず、社会の中のあらゆる事象で経験することを目指している。フィンランドで
は 1990 年代以降、学習を孤立した個人活動ではなく、社会的な脈略から学び
合い、教え合う中で、自らが主体的に知識を獲得し構造化する「社会構成主義」
の教育観が新しい学力観として言われるようになった（福田 2009）。
　福田（2009:48）によれば、「構成主義は 1960 年代に認知心理学などの分野
で行動主義に対する批判として立ち現れた考え方で、知識とは既成の固定した
ものでなく、個々人自らが編成していくものと考える立場」だと述べている。
また、福田（2009:48）はフィンランドの教育の経験を踏まえて、「構成主義
の教育においては、それぞれの主体の知りたいという意欲に従って、それぞれ
の主体が獲得する知識の中身が違ってくる。つまり、事実は一つだが、知識は
人間によって多様に構成される」と述べる。
　学習とは、知りたいという思いをもとに考察や探索を行うことで、個人の知
りたいという欲求や目的、価値観が前提となって社会の事象から個人の事象に
再構成される過程である。この学習の過程には、協同の活動が大きく関わって
4 フィンランド国家教育委員会の PISA2003 の公式見解によると、「社会構成主義的
な学習概念（socio-constructivist learning conception）」が、国内の教育者に共通に
理解されているという。（福田 2009:46-48）
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おり、協同によって知識を獲得することによって、「断片的な個人の知」が「有
機的な協同の知」に変質するといえる（福田 2009）。
　2008 年 3 月に告示された日本の学習指導要領には、協同活動としての探求
型学習として「総合的な学習の時間」の実施について記されている5。探求型
学習は以前から「プロジェクト・メソッド」「問題解決型学習」として、諸外
国を中心に実践されている。探求型学習は、教科や教科外の活動を用いて到達
目標を達成しようとするカリキュラムである。前述したフィンランドの教育を
支えてきたのは、この探求型学習の中でも「プロジェクト学習（Project-Based 
Learning、以下 PBL）」を中心としたカリキュラムである。この PBL の教育
的な実践を極めて端的に表現すると、問題解決を目的にした反省的な学習であ
り、かつ、子どもが中心となって協同的に行う活動と言える。
　このような問題解決型学習の PBL の起源について、田中・橋本（2012:3-4）
は、「20 世紀初頭のアメリカにおいてデューイ（Dewey,John 1859-1952）、キ
ルパトリック（Kilpatrick,Willam H. 1871-1965）らが展開した『進歩主義教
育運動』に求められるだろう。もっと精確にいえば、日本に移入されたプロジェ
クト論は、デューイ、キルパトリックのプロジェクト論というよりも、デュー
イ、キルパトリックにかかわりのある人びとのプロジェクト論である。（略）
1910 年代のアメリカでは、デューイ、キルパトリック以外の多くの人びとが
教育形態としての『プロジェクト』を論じていた」と述べている。
　田中・橋本（2012:4-5）によると、プロジェクト活動の特徴は 2 つある。
①「反省的思考（reﬂective thought）」
　 　反省的思考とは、知識が頭の中に単に蓄積されず、実際の生活や体験学習
の問題解決のために反省的に活用されることである。
②「専心活動（occupation）」
5 高等学校学習指導要領解説「総合的な学習の時間編」において、総合的な学習の
時間と各教科・科目等との役割分担を明らかにし、総合的な学習の時間では探究的
な学習としての充実を目指している。このことについては目標において明示すると
ともに、内容の取扱いにおいても「探究的な学習」「探究活動」「問題の解決や探究
活動の過程」などとして複数箇所に示されている。
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　 　反省的思考を伴う問題解決の学習過程は、個人主体から自他への関連に移
行するという。筆者はこの移行を「断片的な個人の知」の「有機的な協同の知」
への変質と解釈する。このような協同学習の本質ともいえるこうした専心活
動の教育論は、「為すことによって学ぶ（learning by doing）」として広がっ
た6。
　PBL は身につけた知識を活用して、他者と協同して問題解決に向かう過程
であり、協同活動により自他共に現視野を拡大させながら知識を再構築してい
くことに重点を置く。この協同の本質は、単純な「協力（cooperation）」や「協
同（collaboration）」ではなく、自己の経験が他者の経験と共有され、過去の
経験から未来の経験へ創造的に再構築することにある（久保田 2010）。つまり、
協同的に解決すべき問題を構想することにより、社会で活動する市民の思考や
行動が形づくられるのである。
　上杉（2010:52）は、「自分の意思や決定が尊重されることや周囲と親和的
関係が結べること、向かうべき目標が明確であること、そして、熱中して取り
組める課題があることにより、揺れ動く思春期の若者が、自分の人生と生き方
にしっかりと向かい合うために極めて重要な要素」だと主張する。構成主義に
基づいたミネソタ・ニューカントリースクール（Minnesota New Country 
School：MNCS、以下 MNCS）で開発された EdVisions 型 PBL の授業構成は、
思春期の若者のニーズと一致している。上杉（2010:52）は「EdVisions 型
PBL の学習理論の基礎となっているのは、発達的ニーズと学習環境をお互い 
に歩み寄って適合させようとする、「発達と環境の適合理論（Stage 
Environment Fit Theory）」の考え方だと指摘する。この指摘は、両者の歩み
寄りの必要性を説いていて、学習者だけが環境に適合するために努力するので
はなく、環境としての学校も学習者に適合できるよう改革が必要なことを示唆
している。
6 アメリカにおいては、デューイの弟子たちにより広められた。たとえば、キルパ
トリックの「プロジェクト・メソッド」や陶行知（1891-1946）の生活教育などは、
そうした教育実践の一つである。（田中・橋本 2012:5）
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　上杉（2010:12）は、「思春期の若者がしっかりと前を見据えて学んでいる
ような姿には、最近はあまり出会ったことがありませんでした。思春期の屈折
した心理状態は、多くの場合、自分の素をそのままさらけだすようなことはし
ません。それが、ある意味当然と思い込んでいた。」と述べる。そして、「MNCS
において、教師と子どもの関係が対立から協調へと鮮やかに転換され、それが
ひとつひとつの教育活動の隅から隅にまで浸透すると、教育の場面は我々が今
までに体験したことがないような次元に昇華するのだということを実感した。」
と感慨を込めて述べている。
　この感想は、各学校で実際に教壇に立っている教師が、協同学習による子ど
もたちの意識の高まりと、刺激をし合いながら知識を再構成する場面を目の当
たりにしたときに感じる本音であろう。筆者も同様のことをアメリカのサン
ディエゴ市の小学校・中学校・高校を訪問し授業参観と教員との意見交換を行っ
た際に感じた。
　PBL は、現実の科学的作業に携わることで高度な学習をする方法とみなさ
れている。学び手は、現実に即した複雑で難しいがやりがいがある課題に対し
て、一人でまたはグループで取り組むことで学びを深めていく。ヤルベラ
（2007:61）は「構成主義的学習理論を実施するためには、主要な目的は生徒
が積極的に協力しアイディアを出し合って知識を構築していくことである。プ
ロジェクトでは、生徒は探求とデザインの複雑な過程に従事する。また、その
成果は、生徒の知識に基づいた 1 つの作品（artifact）となる。」と述べている。
その作品が、プロジェクトの成果として、発表されて評価されることで他者と
共有される。発表は、生徒がそれにかかわることへの動機づけを促進する。
　プロジェクト学習は、協同学習の一つのモデルとして、暗黙の知として実践
の中に存在するスキルや知識を理解する最もよい機会を提供する。なぜなら、
ニューエル（2004:21）が主張するように「技能の使い方を、補助的で皮相的
な使い方から重要で総合的なものに、教師によって管理されたものから生徒自
身の意思によるものに変化させる」からである。過去において、プロジェクト
学習は、科学的な題材で用いられた。プロジェクト学習の学習環境は、生徒に
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世界の問題を深く掘り下げ解決する機会を提供し、内容とその問題解決過程に
おいて、学習の発見と探求を繰り返し行わせ、切り離せないものである。それ
が、行動することで学ぶことを促し、問題及び解決についての検討を常に行う
ことになり、個別化学習に必要不可欠なものとなる。
　ニューエル（2004:22）は、プロジェクト学習における生徒の役割について
典型的な学習と比較して次のように変わると述べる。
　①教師の指示に従う活動から自発的な学習へ。
　② 完成された端的な指示に従う活動から、彼ら自身で役割や仕事や時間の管
理へ。
　③ 漫然と聞いて行動し話しかけられた時だけ話すことから、コミュニケー
ションの仕方や示し方、働きかけ方、生産の仕方の工夫へ。
　生徒は、知識のギャップを特定し、問題を解決するために必要とされる情報
を求め、分析し生徒自身が問題を解決する。その過程で事実や言葉や内容に関
する表面上の知識から、複雑な考え方と思考により、バラバラな技能と知識が
統合され関連性を持った技能と知識に変化する。これにより、幅広い知識が同
じ幅を持ちながら深化し、単にテストの成績を伸ばすスタンスから、生涯にわ
たって学び続ける姿勢や資質を身に付けるための学びが展開される。このよう
に、プロジェクト学習の学習に対するアプローチは、授業を聞き、教科書から
事実を学び、教科書の章の終わりに課題を修了することに生徒が時間の多くを
費やす典型的な学校の教室とはかなり異なる。
5 ．職業教育としての商業教育の職業的意義
　高校生の社会的自立や職業的自立を促すのは、進路指導という出口指導で
あった。これにより、普通科の高校の学習の目的が上級学校への入学者選抜試
験に合格することに矮小化され、生涯にわたる学習という視点に欠けてしまっ
た（高乗 2010）。また、高学歴志向と普通科志向の進展に伴い、難関な学校へ
選抜試験を乗り越えて進むことが、人生の成功につながるという社会的言説と
して定着した。このような進路指導の実態は、高校卒業時に就職する生徒に対
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して競争からの脱落者のイメージを植え付けた。さらに、中学校における偏差
値を基準とした序列的な進路指導が、商業科への不本意入学者を高学歴志向と
パラレルな状態で増加させた。この不本意入学者の増加は、生徒の学力の低下
を招き、学習指導要領の目指す商業教育の内容と学ぶ生徒の実態との乖離を深
刻化させ、相乗的に影響し合いながら商業教育が脱落者の教育機関というイ
メージを拡張させていった（番場 2010）。
　これからの教育は、実生活をフィールドに設定した、実践に結びついた、実
感をともなった学習カリキュラムの創造と実践の模索が求められている。高校
段階までは、子どもたちが獲得すべき知識や技能について、多くが学習指導要
領のもと人為的・系統的に整理され、教師から伝達・継承されるという基本的
な形態になっている。その結果、学習の必然性も自覚されないことが多い。
　日本は欧米と違い、どこにでも通用する知識や技術の習得を目指し、日本独
特の雇用環境から、高校・大学卒業後の就職について、親も教師も「就職」で
はなく企業に「就社」する考え方が根強い。このようなことから職業教育は、
今後ますます複雑化・高度化・学際化・情報化する社会の主体者になるために
必要な資質を獲得させるための学びについて検討する際の重要な論点を提供し
ている。
　佐々木（1996:24）によれば、「高校の職業学科は、公的性格をもつ最も重
要な職業教育を行う学校としての機能」を果たしてきた。現在の職業学科の教
育課程は、おおむね 60 ～ 70% の「普通教育」と職業生活に深く関連した「専
門教育」を合せた編成になっている7。しかし、大学進学熱が高まるなか学校
間格差が顕在化し、ほとんどの職業学科は大学進学に不利な学科として、その
地位を追いやられ急速に存在意義を低下させた。同様に商業高校（商業系のみ
の学科を有する高校）は大学入学者の選抜の過程を通して、進学実績という目
に見える形で普通高校（普通科のみの学科を有する高校）との学力格差が拡大
7 高等学校全日制の卒業までに履修及び修得すべき単位数は 74 単位以上と定められ
ている。そのうち、商業に関する学科に関しては教科商業の単位数は 25 単位を下回
らないことと定められている。（文部科学省 （2010b） 89-92）
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した。
　生産と消費をつなぐ流通システムは以前とは比べものにならないほど変化し
ており、このような現況にあって、教育としての商業の役割は増すことはあっ
ても減じられることはない。少なくともこのような商業に関する教育は、どこ
かの教育段階で必要なのであって、中等教育段階での商業に関する教育の意義
は大きく、なかでも経済社会を学ぶという意味で社会との接点が増える後期中
等教育段階にあって、その教育はより有効である（番場 2010）。
　筆者は、高校を卒業後に就職するものが相当数いる以上、高校を卒業後に上
級学校に進学するにしても、その後の就職を考えるとすべての高校生に商業に
関する教育を受けることの意義は大きいと考える。一方で、就業に直接結びつ
く職業教育は、高校を卒業後の上級学校でも行われている。このことは、高等
学校の段階において就業に直接つながるテクニカルな知識やスキルの習得に限
定した意味での職業教育としての商業教育は、極めて限定的にしか存在しえな
くなったことを意味する（番場 2010）。
　商業科は、職業に必要とされる基本的な行動様式や基礎的な学力の上に、学
業成績、学校での諸活動などをもとに適性のある職種とのマッチングをおこな
い、生徒の就職時の就職先は容易に確保できていた（番場 2010）。しかし、当
時の人材募集は、商業科で学んだ知識や技術を持った人材というより、企業全
体の労働力の確保が優先されており、商業教育の優位性が特段担保されたわけ
ではなかった（番場 2010）。
　近年の高度情報化社会の進展や経済のグローバル化は、企業間競争の激化、
日本的な終身雇用制度の揺らぎ、多様な雇用形態の拡張など、仕事をする上で
求められる資質や能力に大きな変化を生じさせた。それにより、企業へ就業し
その後に企業の職能開発として行う社員教育の縮小を招いた。また、今まで商
業科の卒業生が担っていた事務職や事務補助などの業務を外注や派遣などの非
正規社員への置き換えも進行した。
　今までにない速度で進んだ情報技術を中核としたイノベーションは、企業自
体が自己革新を絶えず求められ、結果として労働市場の流動化がいっそう促進
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された。このような変革の状況下における進路指導は、エンプロイヤビリティー
（雇用可能性）をどのように高めていくかということが重要になる。ここでい
うエンプロイヤビリティーの中核は、高乗（2010:94）によると「従来のよう
な特定の職種に係る専門的知識やスキルではなく、どのような職種にあっても
変化する環境の中で自らの職能を開発し高めていく能力」である。
　このことは、高等学校学習指導要領解説商業編（文部科学省 2010b:7）の高
校商業の教科目標「商業の各分野に関する基礎的・基本的な知識と技術を習得
させ、ビジネスの意義や役割について理解させるとともに、ビジネスの諸活動
を主体的、合理的に、かつ倫理観をもって行い、経済社会の発展を図る創造的
な能力と実践的な態度を育てる。」と通底している。
　同様に本田（2010:168）も「高校入学前の諸条件を統制して専門高校生と
普通科高校生を比較すると、前者は学習意欲や教師への信頼、教育の意義の実
感などが明らかに高い水準にあり、自分が身につけた専門性への自信は、その
専門分野以外の領域への学習意欲へもつながっている」と述べている。
　筆者は、高校段階で職業の専門教育を受けることが生徒にとって様々な意義
があることの知見であると考える。
6 ．まとめにかえて
　構成主義の基礎は、H. グードヨンス（2007:44-47）によれば、「認識と活
動、習得と学習、習得過程の教育的指導の 3 つの要素が基本となり人間的活
動をとおして、世界を習得するという行為を行うこと」である。K.J. ガーゲ
ン（2007:329）は、「語りが機能を果たすのは、主に社会的交流の中でのこと
である。すなわち、語りは、進行中の関係性の構成要素である――語りによっ
てこそ、社会生活が理解可能で一貫したものとなり、人々が互いに集まったり
距離をとったりできる」と主張する。
　アメリカにおいては、「協同学習（collaborative learning）」としてプロジェ
クト型の学習形態が定着しており、このプロジェクト型の学習形態を一般的に
「PBL」と呼んでいる（目時 2010）。また、少なからずのアメリカの学校では
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基礎学力を獲得するため、一定期間の年度は、数学と英語の学習においてプロ
ジェクト型学習は行わない。それは、コンピテンシーの基礎となる学びの基礎
を数学と英語と捉え、系統的な学習による基礎学力の獲得を目指しているから
である（目時 2010）。
　世界各国の教育改革で共通している課題は、学習の改革であろう。筆者はこ
の改革は画一的で個人主義的な傾向よりも、自立的で活動的、協同的な学びが
強調され、まさに構成主義パラダイムへの学習の転換を焦点とする改革だと考
えている。今後の「構成主義」と「商業教育」のあり方について次の 4 点に
ついて示唆できる。
① 客観主義パラダイムと構成主義パラダイムという、両者の考え方を柔軟にカ
リキュラムに適用し、授業方法の割合を「客観主義パラダイム」から「構成
主義パラダイム」に徐々にシフトさせていくことが望ましい。系統的な配置
により身につけさせられた知識が、経験の加工を経ることにより現実のもの
となり、経験の公表としてアウトプットされる。このような構成主義への橋
渡し及び比重の移転を包含したカリキュラム編成が求められている。
② 社会と切り離された教育はあり得ないという立場を明確にし、学校教育と職
業世界が連続してお互いにかかわり合い歩み寄ることが必要である。学校と
職業世界には、システムにおける連続性と教育内容における非連続性が存在
する。この歩み寄りの関与は、EdVisions 型 PBL の「発達と環境の適合理
論（Stage Environment Fit Theory）」の考え方に通底している。とりわけ
商業高校においては、個々の職業に必要な具体的な技能の育成に特化したも
のだけでなく、日常を取り巻く社会的なかかわりを具体的課題とした教育活
動が数多く存在する。ここには、学びの連続性と歩み寄りが散見できる。
③ 知識の伝達と習熟を基本とする学校教育から、実際の社会を学習の場にして
コミュニケーション、創造的な思考、狭い専門領域にとらわれない脱領域的
な知性を育む教育が求められる。とりわけ、職業教育としての商業教育は、
ある程度定まった専門性をもとに思考の自己認識を促し、周辺の他者や社会
をリアルに認識させ、生徒が生き生きと学ぶことを可能にする。このように、
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商業教育は教師と生徒との協同作業によって学校と社会の学びの連続性を促
し、結果的に社会的な活動への市民の参加や貢献などを可能にする市民性教
育だといえる。
④ キャリア教育の根幹には、商業教育という実質的な教科指導が必要である。
また、教育課程の中に社会とのつながりやかかわりを重視した、商業教育を
キャリア教育として導入することが有意である。そもそも商業教育で取り扱
う教育内容は経済社会において必要不可欠な基礎的な知識を含んでいる。産
業等の発展と技術の高度化は、商品の社会的な移転にかかわる教育の必要性
を増加させ、商業教育が就業に直結した就業準備教育ではなく、普通教育と
して取り組まれるべき教育である。
　筆者は、高校教育に「構成主義パラダイム」の考え方を援用することが有意
義であると考える。この際、職業教育がキャリア教育の根幹であると認識して
いる。一度身に付けた専門性は、その後に隣接領域や関連がなさそうな領域に
移った場合でも、網の目のようにつながり、実質的な有効性を発揮する。本来
のキャリア教育の姿は、「乗り換え可能な専門性」の獲得にあるといえる。特
に実社会に対応した職業教育導入することにより、自ら学び、自ら考え、主体
的に判断する社会的認識の資質を向上させることができ、変化の激しい現代
社会に対応できるようになる。この視点は、今後、市民性教育（Citizenship 
Education）にも展開することが期待できる。
　石岡（2011:6）は、「学校と職業世界には、システムにおける連続性と教育
内容における非連続性が存在する。」と指摘している。このことは、社会と切
り離された教育はあり得ないという立場を明確にして、学校教育と職業教育は
連続して、お互いにかかわりながら歩み寄る必要性を示唆している。この歩み
寄りは、職業教育によって個々の職業に必要な具体的な技能の育成に特化する
ことでなく、より一般的・抽象的な「職業遂行能力」である「コンピテンス（実
力）」の育成を求めるものといえる。
　これからの高校教育は、社会的なかかわりの中から日常の学びを進め、教科
のいくつかの単元において現実的で具体的課題を付加し、学校から社会にかけ
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ての学びの連続性に配慮することが必要であろう。
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